





















・『民法講義 0 　ゼロからの民法入門』（成文堂、初版2012年 2 月）
・『民法講義Ⅰ　民法総則』（成文堂、初版1991年 3 月、第 2 版1994年 6 月、第 2 版補訂
版1996年 4 月、第 3 版2001年 6 月、第 4 版2003年 4 月、第 5 版2005年 3 月、第 6 版
2008年 4 月、第 6 版補訂版2012年 4 月、第 7 版2018年 4 月）
・『民法講義Ⅱ　物権法』（成文堂、初版1990年 2 月、初版補訂版1998年 6 月、第 2 版
2003年 4 月、第 3 版2006年 5 月）
・『民法講義Ⅲ　担保物権』（成文堂、初版2004年10月、第 2 版2005年 4 月、第 2 版補訂
版2007年 4 月）
・『民法講義Ⅳ　債権総論』（成文堂、初版1994年 2 月、第 2 版2000年 4 月、第 3 版2005
年 7 月、第 3 版補訂　2009年 2 月）
・『民法講義Ⅴ　契約法』（成文堂、初版1998年12月、第 2 版2003年 9 月、第 3 版2006年
10月）
・『民法講義Ⅵ　事務管理・不当利得・不法行為』（成文堂、初版2004年 6 月、第 2 版
2007年11月、第 3 版2018年10月）
・『民法講義Ⅶ　親族法・相続法』（成文堂、初版2010年 1 月、第 2 版2015年 6 月）
・〔中国語版〕『担保物权法』〔翻訳：祝娅、王卫军、房兆融译、沈国明、李康民审校〕





























・『学生のための法律ハンドブック ： 弁護士は君たちの生活を見守っている ! 』〔近江幸











































































































・「日本における金融担保形態の変遷」（Waseda Proceedings of Comparative Law 
Vol.2、 2001年 2 月）
・「New Public Management から「第三の道」・「共生」理論への展開 ─「共生」









77巻 2 号、2002年 1 月）
・「市場主義から『共生』社会への展開―New Public Management から Symbiosis
へ―」潮見佳男他編・國井和郎先生還暦記念論文集『民法学の軌跡と展望』（日本
評論社、2002年 3 月）
・「物（86条・87条・370条）」（特集 重要条文コンメンタール 民法（ 1 ）；権利の対象）
（法学教室259号、有斐閣、2002年 4 月）
・「FROM NEW PUBLIC MANAGEMENT TO “THE THIRD WAY” AND THE THEORY OF 




































・「『サブリース問題』再論」（早稲田法学80巻 3 号、2005年 7 月）
2006年
・〔中国語〕「日本抵押権実行制度的最新修改」〔翻訳：渠涛教授〕（中日民商法研究・第
4 巻、北京・法律出版社、2006年 3 月）
・〔中国語〕「商業性包租契約問題在日本的新動向」〔翻訳：渠涛教授〕（中日民商法研
究・第 5 巻、北京・法律出版社、2006年 6 月）



































































・「NHK 受信契約の締結強制と『公共放送』概念」（NHK 受信料訴訟を考える（ 2 ））
（判例時報2377号、2018年10月）




2 月 6 日判決〕『昭和53年度民事主要判例解説』（判例タイムズ390号、1979年 9 月）
・抵当権設定後に附加した従物に対する抵当権の効力〔東京高裁昭和53年12月26日判





負担者〔最高裁昭和56年 4 月 9 日判決〕『昭和56年度民事主要判例解説』（判例タイ
ムズ472号、1982年 9 月）

















保について仮登記担保法 2 条の適用ないし準用が否定された事例〔東京高裁平元年 7
月25日判決〕（判例評論374号（判例時報1337号）、1990年 4 月）
・抵当権設定当時は異別の所有であった土地・建物が同一人に帰した場合と法定地上権
〔最高裁平成 2 年 1 月22日判決〕判例セレクト ’90（法学教室126号別冊、1991年 4 月）
・土地・建物の所有者の同一性と法定地上権の成否〔最高裁平成 2 年 1 月22日判決〕




よる相殺〔東京地裁平成 2 年 5 月17日判決〕（判例評論391号（判例時報1388号）、
1991年 9 月）
・留置物の一部の引渡しと被担保債権の範囲〔最高裁平成 3 年 7 月16日判決〕『平成 3
年度重要判例解説』（ジュリスト増刊1002号、1992年 6 月）




〔最高裁平成 4 年11月 6 日判決〕『平成 4 年度重要判例解説』ジュリスト増刊1024号、
1993年 6 月）
・第三取得者の代位弁済による抵当権消滅後の債権譲渡に対する異議を留めない承諾と







・債務者の承認による時効中断と物上保証人〔最高裁平成 7 年 3 月10日判決〕（判例セ
レクト ’95（法学教室186号別冊）、1996年 3 月）
・求償権についての特約と代位の範囲〔最高裁昭和59年 5 月29日判決〕『民法判例百選
Ⅱ債権（第四版）』（別冊ジュリスト137号、1996年 3 月）
・譲渡担保権者と滌除権〔最高裁平成 7 年11月10日判決〕『平成 7 年度重要判例解説』
（ジュリスト1091号、1996年 6 月）
・連帯保証債務の物上保証人に対する抵当権の実行と主たる債務の消滅時効の中断〔最




て執行裁判所に対し交付要求がされたときの法定地上権の成否〔最高裁平成 9 年 6
月 5 日判決〕（民商法雑誌118巻 1 号、1998年 4 月）
・土地建物共同抵当における建物取壊・再築と法定地上権〔最高裁平成 9 年 2 月14日判






























































・弁済による代位〔最高裁昭和59年 5 月29日判決〕中田 ･ 潮見 ･ 道垣内編『民法判例百
選Ⅱ［第 6 版］』（ジュリスト増刊、2009年 4 月）
・動産売買先取特権の物上代位（ 1 ）─請負代金債権〔最高裁平成10年12月18日決











古屋地裁平成22年 3 月26日判決〕（判例評論630号（判例時報2114号）、2011年 8 月）









・認知高齢者の損害賠償責任〔最高裁平成28年 3 月 1 日判決〕（医研レポート98号、JA







消滅時効〔最高裁平成30年 2 月23日判決〕（判例秘書ジャーナル2019年 2 月）
Ⅴ 翻　訳
・Leo Raape 著「担保物権および譲渡担保における流担保の約定（一）」〔高島平蔵教授











・森泉章編『基本民法学Ⅰ』（法学書院 , 初版1986年 5 月、改訂版1993年 6 月）
〔第 2 編「物権法」担当〕
・川井健・鎌田薫編『基本問題セミナー民法 1 総則・物権法』（1987年 1 月、一粒社）
〔「先取特権」担当〕






























・朝鮮大学校開校55周年記念国際シンポジウム（1997年 9 月 9 日、韓国・朝鮮大学校）
〔報告〕「日本民法の100年の歴史と発展」〔通訳：片智嫄大邱大学校教授〕





・全南大学校法律行政研究所主催国際シンポジウム “New Trends of Studies toward the 
New Millennium”（1999年11月29日、韓国・全南大学校）
〔報告〕「21世紀への学問の潮流─PREFACE」〔通訳：李聲杓氏〕
・Symposium on Global Interdisciplinary Research for New Public Management―
The Role of the Private, the Public and the Bureaucracy in the Symbiosis of 




「これからの日本の New Public Management」パネリスト
・中国社会科学院法学研究所・中国社会科学院外事局主催「International Symposium 
762　　早法 94 巻 3 号（2019）







































・中日民商法研究会第 4 回大会シンポジウム（2005年 6 月19日、中国・武漢市・中南財
経政法大学）
〔報告〕「『サブリース問題』の新たな展開」〔通訳：渠涛中国社会科学院教授〕












（2007年 8 月31日〜 9 月 1 日、東京大学）
「中国物権法制定に関する担保物権」コメンテーター
・中国人民大学・福建師範大学主催「中国物権法に関する学者と裁判官の討論シンポジ


















764　　早法 94 巻 3 号（2019）
パネラー
・文部科学省支援・組織的な大学院教育改革推進プログラムによる大学院生間「海外ワ
ークショップ」（対中国・人民大学大学院生）を組織・引率（2010年 3 月 6 〜11日、
中国・北京市・中国人民大学法学院）






・法学研究科主催「人の価値と責任」国際シンポジウムを組織（2011年 3 月 5 日、早稲
田大学）
〔基調講演〕「『人の価値と責任』の基本的視点」



























・法科大学院協会臨床教育シンポジウム（2018年 6 月 9 日、早稲田大学）
〔報告〕「大学附設法律事務所と民事クリニック」
・日本私法学会第82回大会・シンポジウムを組織（2018年10月14日、東北大学）




・〔対談〕買戻制度と譲渡担保（上）（下）〔米倉明教授 , 野村好弘教授〕（Law School 
47号、立花書房、1982年 8 月・ 9 月）
・〔座談会〕法学をいかに学ぶか─法学部新入生に対する法学案内・若手法学者座談会
























766　　早法 94 巻 3 号（2019）
戸法学雑誌46巻 3 号〕（法制史研究47号（法制史學會年報1997年）、1998年 3 月）
・〔書評〕池田眞朗著『新標準講義民法債権各論』〔2010年・慶應義塾大学出版会〕（ビ
ジネス法務10巻 7 号、2010年 7 月）
（ 3 ）　講　演
・1995年 4 月10日　 最高裁判所書記官研修所「民法の基礎─ 物権変動論争・利益衡量
論・債権の構造」
・1996年 4 月 8 日　最高裁判所書記官研修所「民法入門」
・1998年12月 7 日　関西大学「民法の基礎理論と物権法・債権法上の諸問題」
・1999年11月 1 日　広島大学「民法の基本的な考え方と学習方法」
・2000年 3 月 8 日　民主党・司法制度改革 PT 会議「大学院改革とロースクール構想」
・2001年 9 月21日　中国・雲南省・雲南大学「市場経済と担保物権法」
・2001年 9 月29日　中国社会科学院「「市場経済と担保制度 , 根抵当制度」
・2001年11月 5 日　韓国・中央大学校「仮登記担保と譲渡担保」
・2002年 6 月 5 日　中国・復旦大学「登記制度と日本登記法」
・2002年 9 月 4 日　中国・青海省・青海民族学院「市場主義と日本物権法の展開」
・2004年 5 月28日　中国・復旦大学「日本担保法の改革」
・2005年 3 月 4 日　 韓国・光州市・朝鮮大学校「ロースクール─早稲田大学の経験か
ら」
・2005年 6 月20日　 中国・湖南省・中南財経政法大学「日本における事情変更の原則
と不動産賃貸借契約」
・2007年12月20日　広島大学「民法の学び方─基礎理論と応用能力」
・2008年 3 月16日　中国・浙江省・浙江大学「市場経済と民法」
・2010年 5 月28日　中国・吉林大学「市場経済の発展と金融担保制度の展開」
・2011年 6 月27日　広島大学「民法の基礎」
・2011年11月28日　 中国清華大学（早稲田大学デー）「担保制度の基本原理と新たな展
開」
・2016年11月15日　中国・黒竜江大学「民法典の歴史性とパンデクテン体系の発展」
・2017年 4 月15日　太田第一高等学校「私の高校時代・研究者への道」
